
 

2-1-1

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員3.00人
（正規3.00人）

24 30 ⑧ その他
・実効性のある対策として、市
独自の規制を加えた条例の制
定を検討していく。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員13.49人
（正規6.49人、
非常勤7.00人）

70 2,357 ⑥ ＩＣＴ活用

予防接種台帳システムの活用
により、接種履歴の管理及び
未接種者への勧奨について検
討を行う。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員14.80人
（正規8.00人、
非常勤6.80人）

75 1,888 ② 課題抑制

受診者数増に向け、セット検診
(乳・子宮がん等を同時に実
施）　会場数や周知対象者の
拡大を検討

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額
② 課題抑制

がん検診の精密検査受率診
向上のための検討

主要事務事業戦略シート

局・区の使命
ともに支えあう地域福祉社会を創るため、コミュニティソーシャルワーク機能の強化等を図る。
また、健康で活力に満ちた社会や高齢者が心豊かに暮らせる長寿社会を創るために、健康づくりの推進、介護予防や生きがいづくりの促進に努め、医療体制及び地域生活支
援の充実等を図る。さらに、障害のある人が自立して暮らせる共生社会を創るため、療育体制や相談支援の充実、就労支援や社会参加の促進等を図る。

事業選択・重点化・見直しの考え方

急速な高齢化などに伴い、今後も社会保障費が飛躍的に増加していくことが見込まれるため、引き続き、既存事業の見直しを行うほか、地域包括ケアシステムの構築・強化や
生活困窮者対策など、持続可能な制度への再構築に積極的に取り組む。
また、受動喫煙防止など健康づくりの推進に向けた取り組みを進めるとともに、国民健康保険事業の広域化及び財政の健全化への着実な対応を図るほか、県から権限が移譲
される指定難病関係事務に関し的確に対応する。

課題抽出 今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

施策 健康づくりの推進

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析

歳出決算額2,338百万円
（うち一般財源2,337百万円)

2 予防接種

予防接種を実施し、市民
の発病またはその重症化
を防止し、伝染疾病の発
生及び蔓延を予防する。

〔対象者〕
対象年齢の市民
〔提供内容〕
各種予防接種を、個別接
種・集団接種により実施

＜平成２９年度＞
Ａ類疾病に分類されるワクチン
接種者数、
四混　　　　27,637人
二混　　　　　7,557人
ＢＣＧ　　　　 6,598人
ヒブ　　　　  27,419人
小肺　　　　 27,446人
ＭＲ（１期）   6,936人
ＭＲ（２期）　 7,581人
水痘（１期）　7,015人
水痘（2期）　 6,749人
日本脳炎（１期）　30,610人
日本脳炎（２期）　 8,278人
Ｂ型肝炎　20,070人
ＨＰＶ　　　　　 129人

健康企画課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額5.5百万円
（うち一般財源2.8百万円)
【主なもの】
モノレール広告料 1.8百万
円

6 0
周知啓発は、健康増進法に基づき全市で実施

1 ● 受動喫煙対策

受動喫煙の機会を有する
人の割合を減少させる。

・市独自の規制を加えた
条例の制定を検討
・周知啓発

・受動喫煙の機会を有する人の
割合（H22→H28)
飲食店　34.5％→37.1％
職場：32.2％→29.0％
家庭：10.8％→7.2％
行政機関：2.6％→2.8％
医療機関1.8％→2.3％

　飲食店や職場での受動喫煙
が多い傾向にある。健康増進法
改正の動向を注視しながら、市
独自の実効性のある対策を検
討する必要がある。

一部を除き、健康増進法に基づき全市町村で実施

健康支援課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額18.2億円
（うち一般財源17.7億円)
【主なもの】
がん検診委託料 16.3億円

1,813
歳出決算額1,702百万円
（うち一般財源1,651百万円)

予防接種法に基づき市町村で実施

３ がん検診等

がん等疾病を早期発見し
早期治療につなげること
で、市民の健康保持を図
る。

〔対象者〕
対象年齢で、受診を希望
する市民
〔提供内容〕
がん検診
健康診査
骨粗しょう症検診
歯周病検診
肝炎検診
胃がんリスク検査（ピロリ
菌検査

・受診者数（H29年度）
　肺がん：    100,097人
　胃がん：      45,351人
　大腸がん ： 84,654人
　子宮がん：  30,567人
　乳がん：　   33,327人
　前立腺がん：8,560人
　口腔がん：　 　 562人
　健康診査：   　 833人
　骨粗しょう： 11,477人
　歯周病：　   　4,714人
　肝炎：　　　   10,062人
　胃がんリスク検査
　　　（ピロリ菌検査）
　　　　　　　　  　8,240人

・精密検査受診率（H28年度）
　5大がん（肺・胃・大腸・子宮・
乳がん）　　74.6％

①受診環境の整備等行ってい
るが、受診者数はほぼ横ばい
状態であり、広報・啓発等に努
めていく必要がある。

②精密検査の受診率向上に努
めていく必要がある。

③平成30年度に、歯周病検診と
口腔がん検診について対象者
等の拡大を行ったため、円滑に
すすめていく必要がある。

＜平成２９年度＞
Ａ類疾病に分類されるワクチン
接種率
四混　　　　　100.2%
二混　　　　　 88.5%
ＢＣＧ　　　 　 97.9%
ヒブ　　　　 　101.7%
小肺　　　　　101.8%
ＭＲ（１期）　  94.2%
ＭＲ（２期）　  93.8%
水痘（１期）   95.3%
水痘（２期）   89.4%
日本脳炎（１期）　134.5%
日本脳炎（２期）   96.6%
Ｂ型肝炎　99.3%
ＨＰＶ　　　 1.0%

【課題】
他の予防接種と間があく二混や
二期の接種率が低いため、接
種勧奨を行う。

健康企画課
感染症対策課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額23.1億円
（うち一般財源23.0億円)
【主なもの】
接種委託料 8.4億円
ワクチン調達委託料 8.2億
円

2,287

平成３０年度 

保健福祉局 

保健福祉局長 小早川 雄司 
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2-1-1

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員7.35人
（正規5.75人、
非常勤1.6人）

51 125 ② 課題抑制

結核患者の生活保護率が高
い傾向にあるため、無料低額
宿泊所等ハイリスクな施設を
対象とし、健康診断の実施。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額
⑤ 連携・協働

管理健診・接触者健診におい
て、結核患者の受け入れ可能
な委託先病院の確保のため、
協力医療機関の拡大を検討す
る。

ヒ
ト

職員16.6人
（正規9人、
非常勤7.6人）

65 1,075 ⑤ 連携・協働
担当者会議等を通じて、各区
担当者と連携を図り、事務をス
ムーズに行う。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

施策 健康づくりの推進

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析

健康企画課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額0.9億円
（うち一般財源0.4億円)
【主なもの】
医療費 0.6億円

74
歳出決算額83百万円
（うち一般財源28百万円)

４ 結核対策

結核を早期に発見し、発
生の予防とまん延の防止
に役立て、結核患者の治
療完遂を図る。

〔対象者〕
結核患者
結核の検診機会の乏しい
ハイリスク者
〔提供内容〕
DOTS(直接服薬確認療
法）事業
ハイリスク者の定期健康
診断
結核患者の医療費を市が
負担

平成２９年度
管理健診　　　　　４８３人
接触者健診　２，２４６人
ＤＯＴＳ　　　　　　　２９１人

平成２８年度
管理健診　　　　　４５３人
接触者健診　１，４５２人
ＤＯＴＳ　　　　　　　３３２人

①主な支出である結核患者医
療費を減少させるために、ハイ
リスク者の定期健康診断が重
要だが、国の補助金の対象外と
されている。

②平成30年度より、市内で唯一
の結核病床をもつ千葉東病院
が結核患者の受け入れを休止
したことに伴う代替医療機関の
確保が喫緊の課題となってい
る。

都道府県、政令市等で実施

課題抽出 今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

都道府県・政令市等で実施

健康企画課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額10.2億円
（うち一般財源5.4億円)
【主なもの】
医療費 9.5億円

1,010
歳出決算額43百万円
（うち一般財源18百万円）

５ ● 指定難病

難病患者に対する良質か
つ適切な医療の確保及び
難病の患者の療養生活
の維持向上を図る。

【対象者】
指定難病にかかっている
と認められ認定を受けた
者。

平成３０年度から千葉県から事
務移譲があった。
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2-1-2

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員1.05人
（正規1.05人）

10 558 ⑤ 連携・協働

これまで以上に、市医師会と
の連携を強化するとともに、協
力医療機関の確保先を広げる
などの対応を図っていく。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員0.20人
（正規0.20人） 2 288 ⑧ その他

平成26年度の包括外部監査
における指摘を踏まえ、保健
医療事業団が策定した経営改
善計画に関して、市としても計
画の進捗について指導監督を
行うとともに、保健医療事業団
の財政基盤の充実に努める。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員0.25人
（正規0.25人）

3 440 ① 調達改革

劣化度診断に基づく大規模改
修を予定しており、当該事業に
おける日常修繕についても、
大規模修繕を見越したうえで、
計画的な修繕に努める。

モ
ノ

総合保健医療センター 175
＜参考＞

前年度決算額

課題抽出 今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

施策 医療体制の充実

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析

2 保健医療事業団運営補助

救急医療の提供などの事
業を継続して実施し、地
域医療の発展と地域住民
の健康増進に寄与する。

〔対象者〕
保健医療事業団
〔提供内容〕
健康づくり推進事業など
に要する費用の10/10（収
入を除く）

【実績】
補助対象事業
○健康づくり推進事業（健康フェ
アの開催）
　19団体参加、延5,191人入場
○救急医療知識の普及啓発
　啓発用パンフレットを1,200部
作成し、各区消防署が開催する
救急フェアで配布
○看護師養成事業
　青葉看護専門学校を運営、
H29年度は卒業生38人中37人
が看護師国家試験に合格

【効果】
保健医療事業団は、看護師養
成事業を通じた市の医療体制
の基盤づくりのほか、市の救急
医療体制の確保など、公益的な
事業を実施しており、運営補助
金の交付により、こうした事業の
安定的な実施が可能となってい
る。

健康企画課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額5.5億円
（うち一般財源2.3億円)
【主なもの】
休日救急診療所運営委託
3.3億円
救急医療確保対策事業委
託 2.2億円

548
歳出決算額544百万円
（うち一般財源303百万円)

1
休日等救急医療体制の確
保

休日等に急な病気やケガ
をした時に、必要な医療を
受けることができるように
する。

〔対象者〕
夜間・休日に医療機関を
受診する市民
〔提供内容〕
休日救急診療所の運営
病院群輪番制による二次
救急医療の維持

【実績】
休日救急診療所受診者数：
19,822人（H29年度）
主な協力医療機関数
≪休日二次（待機含む）≫
　内科：21／小児科：5／外科：
12／整形外科：10／産婦人科：
4
≪夜間二次（待機含む）≫
　内科：19／小児科：2／産科：4

【効果】
一般の医療機関が対応できな
い夜間・休日も医療を提供する
ことができており、安心な市民
生活を送る上で必要不可欠な
事業となっている。

一般の医療機関が開院してい
ない、休日や夜間における救急
医療体制の確保は、安全・安心
の観点から、必要不可欠な事業
であるため、体制を堅持しつ
つ、当該事業を継続していく。平
成29年度における休日救急診
療所の実績は、72日診療し、
19,822人もの患者が受診してい
る。また救急医療確保対策につ
いては、1年間をとおして切れ目
なく、二次救急にかかる待機医
療機関の確保を行い、市民の
健康と安全に大きく寄与した。

【課題】
救急医療体制に参加する医師・
医療機関の確保が困難になっ
てきており、今後、現在の体制
について検討する必要がある。

＜休日初期応急診療の実施体制＞
定点診療（直営・委託・指定管理含む）（９）：北九州、さいたま、
京都、大阪、熊本、仙台、新潟、岡山、福岡
医師会が設置し、補助（５）：　　横浜、川崎、相模原、名古屋、
神戸
外郭団体が設置し、補助（１）：堺
在宅当番制（３）：札幌、静岡、浜松
市民病院が実施（１）：広島

○保健所は全政令市で設置

健康企画課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額2.6億円
（うち一般財源2.5億円)
【主なもの】
施設管理委託料 2.6億円

262
歳出決算額227百万円
（うち一般財源217百万円)

○救急診療所を運営する外郭団体は、５政令市にあり、こ
のうち団体に運営補助金を交付している政令市は１市
（堺）

○看護師養成施設を運営する外郭団体は２政令市にあ
り、このうち団体に運営補助金を交付している政令市は２
市

3
総合保健医療センター管
理

施設利用者に、不具合な
く安全、快適に利用しても
らう。

〔対象者〕
対象施設の利用者
〔提供内容〕
保健所、休日救急診療
所、環境保健研究所等の
複合施設の管理運営

【実績】
総合保健医療センター
H5年3月8日開設
敷地面積 11,831㎡
延床面積 15,200㎡

【効果】
施設の適切な管理により、入居
する施設（保健所、環境保健研
究所、休日救急診療所など）の
業務が円滑に実施されている。

保健所、休日救急診療所、環境
保健研究所と複数の専門的な
機能を有する施設の維持管理
を一元管理する現体制は、機械
設備の点検業務や修理の実施
などを集中管理することができ
るなど、各行政サービスの安定
的な実施が確保できるだけでな
く、費用面でも効率的な運営を
行えるものであることから、引き
続き現体制を維持していく。

【課題】
施設の老朽化に対応するため、
平成30年度に実施する劣化度
診断に基づき、平成32年度から
大規模改修工事を予定している
が、工事の実施に際しては、騒
音や振動などが想定されてお
り、施設維持等の方策について
検討が必要である。

保健医療事業団は、市が委託し
ている休日救急診の運営や二
次救急にかかる待機医療機関
の確保、そして今後不足するこ
とが見込まれている看護師の養
成等、公益性が非常に高い事
業に貢献していることから、同
団の経営の安定は本市にとって
も重要で必要性が高い。看護師
養成事業においては、卒業生38
人中37人が国家試験に合格し、
30人が本市の医療機関に就職
していることから、看護師の市
内供給に大きく寄与している。
H29年度から定員を増加してお
り、本市における看護師確保へ
さらなる貢献が期待できる。

【課題】
保健医療事業団が策定した経
営改善計画に掲げた改善目標
の達成

健康企画課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額2.9億円
（うち一般財源2.9億円)

286
歳出決算額226百万円
（うち一般財源226百万円)
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2-1-3

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員34.10人
（正規30.10人、
非常勤4.00人）

235 242 ⑧ その他

・HACCPの法制化及び全ての
業種への導入義務化に伴う監
視指導体制の整備
・ＨＡＣＣＰを用いた衛生管理
手法の食品等事業者への周
知及び普及啓発の推進
・業務に従事する職員の専門
性に配慮した研修等を実施
し、育成を図るとともに、必要
な人員を確保する。
・イベントを主催する関係各課
と密に連携する。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員18.00人
（正規18.00人）

154 157 ⑧ その他

・環境衛生関係の専門分野に
関連した研修等により、職員
の質の向上、育成を図る。
・違法民泊等への対応に努め
ていく。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員35.00人
（正規32.80人、
非常勤2.20人）

277 377 ⑧ その他

・試験検査及び調査研究と
いった業務の特殊性に配慮し
た研修・指導とジョブローテー
ションにより専門職員の育成を
図る。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額
④ アウトソーシング

・検査依頼元課等と調整して
委託化する。

施策 食の安全と環境衛生の推進

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析

生活衛生課
食品安全課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額12百万円
（うち一般財源12百万円)
【主なもの】
非常勤賃金 4百万円
【歳入予算額】
保健所手数料（食品・食肉）
77百万円

7
歳出決算額11百万円
（うち一般財源11百万円）

１ 食品衛生指導

　食品衛生に関する各種
施策を実施し、市民の食
の安全を確保する。

〔対象者〕
食品関係事業者や市民
〔提供内容〕
食品営業許可
食品関係施設の監視指
導
食鳥検査
食の安全性確保に関する
情報の普及啓発

【実績】
営業許認可件数
新規1,860件、継続1,617件
食品監視施設数24,926件
食品の試験検査653検体
衛生講習会：88回
食鳥検査数：7,079千羽
（H29年度）

【効果】
　食品衛生指導等により、市民
の食の安全を確保している。

【分析】
　限られた予算・人員の中で遂
行するために、重点的に監視指
導を行う施設等を食品衛生監視
指導計画で定めて、効率的な監
視指導に取り組む必要がある。

【課題】
・HACCP（国際的に推奨された
食品の衛生管理の手法）の法
制化に対応した監視指導体制
の整備並びに食品等事業者全
業種への普及啓発。
・営業許可、イベント監視、食鳥
検査等の業務が増加しており、
また、社会問題となるような食
品にまつわる事件が毎年のよう
に発生している中、現人員で確
実に対応しなければならない。
・オリンピック・パラリンピックの
開催を２年後に控え、イベントが
増加するだけでなく、訪日外国
人旅行者の増加も見込まれる
ため、関係各課との緊密な連携
が必要である。　食品衛生法に基づき、全国の都道府県・政令市等

において実施

課題抽出 今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

　環境衛生関係の各法令に基づき、全国の都道府
県・政令市等において実施

３ 環境保健研究所運営

市民・行政部門の要望に
応える検査を迅速・正確
に実施し、結果を提供す
ることにより、安心して生
活できるようにする。

〔対象者〕
市民及び業務等を有する
所管課
〔提供内容〕
国の検査機関等と連携し
ての、地方衛生研究所で
しかできない感染症・食中
毒等検査、大気・水質検
査、及び臨床検査の検査
結果を提供。

【検査実績】
H29年度
　細菌検査　　　 ：1,264件
　ウイルス検査　：1,224件
　臨床検査等　　：8,262件
　理化学検査　　：1,424件
　大気検査　　　 ：　364件
　水質検査　　　 ：　990件

・行政でしか実施できない健康
危機管理及び行政処分等に係
る検査、並びに行政で実施すべ
き市民需要の高い検査を確実
に実施しなければならない。

・試験検査及び調査研究は専
門性が高く、熟練して指導的立
場となるまで長期間に渡る育成
が必要である。
・育成を進めているが、中堅職
員（次期指導者となる）の育成を
強化する必要がある。

・研究所設置後25年が経過して
検査機器が老朽化し、修繕・保
守点検等の維持管理費が増加
している。
・計画的に更新を進めている
が、老朽化した機器が多数存在
することから、迅速に更新する
必要がある。

【分析】
　環境衛生指導事業の対象業
種は理美容所、クリーニング
所、興行場、旅館、公衆浴場、
特定建築物、水道、特区民泊等
多岐にわたる。また、デング熱・
ジカ熱等の蚊媒介感染症発生
時の害虫対策、緊急時のスズメ
バチの巣の駆除など、事案発生
時には迅速な対応が必要であ
る。
　本年度は旅館業法等の改正
に関する営業者への周知徹底、
無許可営業者への指導強化等
の対応が必要である。

【課題】
　専門分野に精通した業務に従
事する職員の質の向上、中長
期的な職員の育成を計画的に
行う必要がある。

生活衛生課
環境衛生課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額3百万円
（うち一般財源3百万円)
【主なもの】
消耗品0.7百万円

3
歳出決算額3百万円
（うち一般財源3百万円）

２ 環境衛生指導

　衛生的で快適な生活環
境を確保することにより、
市民が安心して生活でき
るようにする。

〔対象者〕
施設利用者や市民
〔提供内容〕
理容・美容・旅館業（特区
民泊を含む）等の環境衛
生関係営業施設の監視
指導、行政検査
新規確認・許可
違法な民泊等の無許可営
業者に対する指導
衛生害虫、飲料水、住居
衛生に関する市民相談

【実績】
新規確認・許可数：231件
監視件数：899件
衛生害虫相談　287件
飲料水相談　147件
住居衛生相談　23件
（H29年度）

【効果】
　環境衛生指導等により、市民
の衛生的で快適な生活環境を
確保している。

全国の都道府県・政令市において地方衛生研究所と
して設置、実施

健康企画課
健康科学課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額1.1億円
（うち一般財源1.1億円)
【主なもの】
検査機器点検委託料0.3億
円
備品購入費（高速液体クロ
マトグラフLC-MS/MS他１
台）0.３億円

100
歳出決算額98百万円
（うち一般財源77百万円）

⑧ その他

・検査機器を計画的に更新し
て効率的に事業を実施する。
・機器の集約等により維持管
理経費等の節減を図る。
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2-2-1

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員17.49人
（正規8.36人
　非常勤9.13人）

82 830 ⑧ その他
健康診査の流れについては、
引き続き検討。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員1.70人
（正規1.70人)

12 172 ⑧ その他

不育症・不妊症対策の充実強
化
　・啓発
　・相談、助成体制の充実

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員3.54人
（正規1.91人、
非常勤1.54人）

17 242 ⑧ その他
制度改正による疾病追加の周
知

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員1.58人
（正規1.58人）

11 61 ⑧ その他
医療関係機関との連携し、引
き続き事業を実施する。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

施策 子育て支援の充実

No.
新
規

事務事業（業務）名

現状分析 課題抽出

健康支援課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額1.6億円
（うち一般財源0.8億円)
【主なもの】
医療費 1.6億円

160
歳出決算額150百万円
（うち一般財源75百万円）

政令市全てで実施
その内、市独自の助成を実施している自治体は、９
市
（県内で独自の助成を実施している自治体は、５４市
町村中２３市町村）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【平成２９年度】

母子保健法に基づき全市町村で実施

2 不妊対策

体外受精や顕微授精など
の特定の治療が経済的に
受けやすい環境を整え、
不妊・不育症などの悩み
の解消を図る。

〔対象者〕
子供がほしいと望んでいるにも
関わらず、子供に恵まれない
者
〔提供内容〕
特定不妊治療費助成
助成限度額：１５万円／回
初回助成額上限３０万円／回
更に男性不妊治療を伴う場合
１５万円／回まで上乗せ
助成回数：初回助成時の妻年
齢が３９歳以下は通算６回、４０
～４２歳は通算３回、４３歳以上
は助成なし
不妊専門相談：月１回、予約制
医師、助産師との個別相談

【実績】
・特定不妊治療費助成事業
　助成件数（H29年度）
　実件583件　延件949件
・不妊専門相談センター
　面接相談（H29年度）　25人
　電話相談（H29年度）174人
・不妊・不育症及び妊孕性に関
す
　る正しい知識の普及啓発
　リーフレットの配布
  （成人の集い等）
【効果】
・高額な不妊治療費の一部を助
成することで、経済的な負担を
軽減する。
・不妊や不育症に係る悩みは多
種多様であり、個別性が求めら
れるため、個別相談の場は必要
である。
・不妊、不育症及び妊孕性（妊
娠しやすさ）について正しい知
識を普及啓発することで、早期
受診、早期治療及び予防につな
げることは、不妊対策及び少子
化対策のうえで重要である。

制度改正により、初回助成額の
増額や男性不妊治療への助成
拡充がされたが、特定不妊治療
費は高額であり、現行の制度で
は、その費用の一部助成に過
ぎない。
また、特定不妊治療に至るまで
の検査・治療をカバーできる助
成制度がないため、不妊治療を
実施する夫婦にとっては、経済
的な負担がまだまだ少なくない
というのが現状である。
他都市の状況を踏まえ、千葉市
でも独自事業の実施を検討する
必要がある。

受診率が90％以上の事業であ
り、疾病を早期発見し必要な治
療につなげることで、妊婦の健
康管理及び子どもの健全な成
長・発達に寄与している。
また、様々な専門職が、子育て
に係る不安等について相談に
応じることができている。
しかし、健康診査当日の流れの
中では、待ち時間が発生してい
る現状がある。

健康支援課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額7.7億円
（うち一般財源7.7億円)
【主なもの】
妊婦健診委託料 6.0億円
乳児健診委託料 0.7億円

748
歳出決算額785百万円
（うち一般財源785百万円）

1 妊婦・乳幼児健康診査

妊婦・乳幼児に対して必
要な健康診査・相談を行
うことにより、安心して子
育てできるようにする。

〔対象者〕
妊婦、対象月齢の児童
〔提供内容〕
妊婦健診　14回/人
乳児健診　2回/人
４か月児健診
１歳６か月児健診
３歳児健診

【実績】
受診者数（H29年度）
妊婦：延81,080件
乳児：延10,340件
4か月児：6,704件
1歳6か月児：7,215件
3歳児：7,324件

【効果】
妊婦・乳幼児健康診査は、妊婦
及び乳幼児の健康の保持及び
増進を図るために不可欠な事
業である。

健康支援課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額0.５億円
（うち一般財源0.２億円)
【主なもの】
医療費　0.５億円

50
歳出決算額70百万円
（うち一般財源16百万円）

児童福祉法に基づき、全市で実施

4 未熟児養育医療

生後速やかに適切な医療
を施し、健全に成長発達
ができるようにする。

〔対象者〕
出生体重2,000g以下や生
活力が特に薄弱と認めら
れる未熟児で、医師が入
院養育を必要であると認
めたもの
〔提供内容〕
未熟児に行った必要な治
療の費用を、保険診療の
範囲内で市が負担する。

給付実績　実　181件
　　　　　　　延　473件
　　　　　　（平成29年度）
【効果】
未熟児養育医療は、未熟児を
安心して育てるために必要不可
欠な事業である。

高度医療を要する乳児のいる
家庭にかかる医療費の経済的
負担を軽減することにより、乳
児の保護者が安心して継続的
に治療を受けさせることができ
る。
妊婦の高齢化等により、低出生
体重児の出生するリスクは高く
なることから、当該制度の利用
が認められ、給付件数は、昨年
度より増加している。
退院後も子育てに係る支援が
必要であり、医療機関とは、連
絡票を活用し、退院後の継続指
導につなげている。母子保健法に基づき全市で実施

長期に治療を要する児童のいる
家庭にかかる医療費の経済的
負担を軽減することにより、児
童の保護者が安心して継続的
に治療を受けさせることができ
る。
平成30年４月１日より新たに対
象疾病が追加されたため、周知
していく必要がある。

健康支援課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額2.3億円
（うち一般財源1.2億円)
【主なもの】
医療費 2.2億円

225
歳出決算額227百万円
（うち一般財源116百万円）

3
小児慢性特定疾病医療支
援

特定の疾病についての治
療研究を行うことにより、
医療の確立と普及が図ら
れ、適切な治療が継続的
に受けられるようにする。

〔対象者〕
厚生労働大臣が指定した
慢性疾病（小児完成特定
疾病）にかかっていること
により長期にわたり療養
を必要とする児童
〔提供内容〕
医療費を市が負担する。
小児慢性特定疾病治療
の研究を推進する。

小児慢性特定疾病医療支援事
業給付件数
    実　766件   延 10,376件
　　　　　　　（平成29年度）
【効果】
小児慢性特定疾病医療支援
は、対象児童が適切な治療を継
続的に受けるために必要不可
欠な事業である。

5 / 21 



2-3-1

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員17.15人
(正規3.15人、非常勤14.00
人)

64 202 ⑧ その他

生活困窮者は、複数の課題等
を抱え、複合的な支援を必要
とする等、縦割りで整備された
支援制度では対応に限界があ
る。このため、全庁横断的な組
織による包括的な支援体制を
構築するとともに、生活困窮者
に対する包括的支援を推進す
る必要がある。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額
⑧ その他

本市における新規相談件数と
国の目安値（2,880人／年）と
の間に乖離があることや相談
窓口を設置していない区から
の相談者の割合が少ないこと
等の課題があることから、相談
体制を整備・拡充する。

ヒ
ト

職員296.85人
（正規235.70人、
非常勤61.15人）

1,945 37,932 ③ 整理統合

非常勤職員への業務分業化を
図り、正規職員が被保護者へ
の支援に集中できるようにす
る。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額
⑧ その他

　無料低額宿泊所の事業開始
届出の受理を再開し、社会福
祉法に基づく立入調査の実施
及び施設の設備・運営の適正
化を指導する。
　また、課税調査や資産調査
を徹底するなど不正受給防止
策を強化する。

課題抽出 今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

必須事業（自立相談支援事業・住居確保給付金の支
給）は、全福祉事務所設置自治体で実施している。
任意事業のうち就労準備支援事業は393自治体
（44%）、家計相談支援事業は362自治体（40%）、一時
生活支援事業は256自治体（28%）、学習支援事業は
504自治体（56%）で実施している。

施策 地域福祉の充実

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析

保護課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額1.8億円
（うち一般財源0.5億円)

【主なもの】
自立相談支援委託料0.7億
円
住居確保給付金0.5億円
学習支援事業0.2億円

138
歳出決算額172百万円
（うち一般財源70百万円）

⑧ その他

生活困窮者が自ら相談に訪れ
るのを待って支援を行う「待ち
の支援」から、自ら相談に行け
ない、声をあげることが出来な
い者等の支援を必要とする者
に「支援を届ける」仕組みへの
転換を図る。

1 生活困窮者対策

生活困窮者自立支援法に
基づき、生活保護に至る
前の自立支援策の強化を
図り、生活困窮者の自立
に向けた支援を行う。

〔対象者〕
生活保護に至る前の生活
困窮者（学習支援事業は
生活保護受給者も対象）

〔提供内容〕
・自立相談支援事業（市
内相談窓口3か所）
・住居確保給付金の支給
・就労準備支援事業
・家計相談支援事業
・学習支援事業
・一時生活支援事業

生活困窮者は、就労、家計、健
康等の複数の課題等を同時に
抱えていることが多く、複合的な
支援が必要となるが、経験豊か
な相談員が対応することで、問
題の立て直しに向けた支援がで
きている。また、平成29年度に
評価を実施した502ケースのうち
449ケース（89%）で、住まいの確
保・安定、就労開始、自立意欲
の向上・改善、家計の改善等の
何らかの変化が見られている。

≪千葉市生活自立・仕事相談セ
ンター実績≫
【平成29年度実績】
・新規相談件数　1,191人
・相談延べ件数　9,905人
・相談窓口　3か所

【平成28年度実績】
・新規相談件数　945人
・相談延べ件数　8,335人
・相談窓口　2か所

【平成27年度実績】
・新規相談件数　1,012人
・相談延べ件数　5,611人
・相談窓口　2か所

・生活困窮者は、複数の課題等
を抱え複合的な支援を必要とす
る等、縦割りで整備された支援
制度では限界がある。このた
め、住宅、こども、教育等、組織
横断的な連携が必要である。
・平成29年度は、相談窓口を1
か所増設したことに伴い、新規
相談受付件数が200件程度増
え、年間約1,200件となった。た
だし、新規相談件数についての
国の目安値（2,880人／年）は、
本市の実績を大幅に上回って
おり、更に多くの潜在的な需要
があると考えられる。また、本市
では、生活困窮者が自ら相談に
訪れるのを待って支援を行う
「待ちの支援」となっており、自ら
相談に行けない、声をあげるこ
とができない者等に対する支援
の在り方に課題がある。
・平成29年度に相談窓口を1か
所増設したが、相談窓口を設置
していない区からの相談者の割
合が少ないため、増設による効
果や影響、稼働状況等を検証し
た上で、実施体制を整備する必
要がある。

保護課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額361.5億円
（うち一般財源　89.9億円)
【主なもの】
生活保護費 354.0億円
就労促進事業委託料 1.5億
円

35,987
歳出決算額36,615百万円
（うち一般財源9,315百万円）

2 生活保護等

健康で文化的な最低限の
生活が送れるようにする。

〔対象者〕
資産や能力等すべてを活
用してもなお生活に困窮
する者
〔提供内容〕
生活扶助
医療扶助
住宅扶助
ほか

保護人数：20,814人
就労促進事業による就労者数：
943人
（H29年度）

本市では、就労促進事業等の
強化により、保護からの脱却実
績も増えつつあるものの、平成
27年5月に被保護者が2万人を
突破して以来、現在も増加傾向
が続いている。
また、不正受給額は、長期的に
は減少傾向にあるものの、今後
も効果的な防止対策を講じる必
要がある。
なお、平成28年度から2区に非
常勤職員を配置し、正規職員が
被保護者の支援に特化できるよ
うモデル実施しているが、今後
は効果検証を行った上で、事業
展開を検討していく必要があ
る。
・ケースワーカーの負担軽減
（標準数に比べ21人不足）

生活保護法により県・市・福祉事務所設置町村で実
施
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2-3-1

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員2.51人
（正規2.46人、
非常勤0.05人）

23 214 ⑧ その他
民生委員協力員の配置を推進
する。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員1.10人
（正規1.10人）

12 452 ⑤ 連携・協働

多様化・深刻化する生活課題
の解決に向けて、市内の社会
福祉法人をはじめとする他機
関と地域の福祉課題・生活課
題を共有し、協働して解決にあ
たっていく。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員0.70人
（正規0.70人）

7 276 ⑧ その他

市民ニーズや公共施設として
の有用性等を踏まえ、今後、
施設で実施する事業や施設全
体のあり方の見直しを検討す
る。

モ
ノ

千葉市ハーモニープラザ 71
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員0.70人
（正規0.70人）

7 61 ⑧ その他

ハーモニープラザのあり方検
討を踏まえ、実施内容の精査
や、センターの効率的な運営
について検討する。

モ
ノ

千葉市社会福祉研修セン
ター

－
＜参考＞

前年度決算額

今後の方向性

施策 地域福祉の充実

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析

地域福祉課
こども家庭支援
課
各区高齢障害
支援課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額2.0億円
（うち一般財源2.0億円)
【主なもの】
民生委員活動報償費 1.8億
円

191
歳出決算額190百万円
（うち一般財源190百万円）

3 民生委員活動

民生委員・児童委員の活
動を支援することにより、
市民の福祉の増進に寄与
する。

〔対象者〕全市民
〔提供内容〕
・民生委員・児童委員が、
地域の高齢者福祉、障害
者福祉、児童福祉、生活
保護等に関する住民の相
談相手として、地域の見
守りや福祉行政への橋渡
しなど、様々な活動を行
う。
・民生委員・児童委員の
資質向上のための研修を
実施する。
・千葉市民生委員児童委
員協議会が行う調査研究
活動、普及・啓発活動等
に対して助成する。
・民生委員・児童委員の
活動を補佐する「民生委
員協力員」を配置する。

【現員数（H29年度末）】

民生委員・児童委員　1,454人
民生委員協力員        121人

【民生委員活動件数（H29年
度）】

相談・支援活動　  33,738件
その他の活動　  321,650件
訪問・連絡活動　312,114件
連絡調整回数　 139,727回
活動日数　 延べ202,628日

少子・超高齢化や核家族化が
進展する中で、地域の見守りや
福祉行政への橋渡しを担う民生
委員・児童委員の重要性が増
す中で、その負担が増加してお
り、なり手が不足する問題が顕
在化している。

委員定数に占めるH29年度末の
充足率：96.8％

民生委員法に基づき、すべての地方公共団体で実施

課題抽出 今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

ハーモニープラザ管理運
営

男女共同参画センター、
障害者福祉センター、社
会福祉研修センターなど
の複合施設『ハーモニー
プラザ』を、安全で快適に
施設利用できるようにする
ことにより、社会福祉の増
進、男女共同参画社会の
形成促進を図る。

〔対象者〕
対象施設利用者
〔提供内容〕
・各種設備、機器類の管
理・定期点検・修繕
・館内施設間の連絡・調
整、会議開催
・外部関係機関との連携・
調整
・施設利用に関する周知
啓発
・各種イベント開催

H29年度利用実績（来場者数）
176,837人
※　下記施設の合計
    ・障害者相談センター
　　・障害者福祉センター
　　・ことぶき大学校
　　・社会福祉研修センター
　　・男女共同参画センター
  　・ボランティアセンター
　　・心配ごと相談所

全政令市で実施

【現状】
千葉市社会福祉協議会は、地
域福祉の推進を目的とする民
間組織として社会福祉法に規定
されており、本市においても市と
連携して様々な施策を展開し、
成果をあげている。

【課題】
近年、地域の問題が複雑・多様
化する中で、地域福祉の中心的
担い手である千葉市社会福祉
協議会に求められる役割が増
大していることから、千葉市社
会福祉協議会の体制強化等に
ついて検討する必要がある。
また、職員の年齢構成等に偏り
が生じている。

地域福祉課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額4.4億円
（うち一般財源4.4億円)
【主なもの】
社会福祉協議会運営補助
金　4.4億円

440
歳出決算額427百万円
（うち一般財源409百万円）

全政令市で実施

4
社会福祉法人千葉市社会
福祉協議会運営費補助金

社会福祉法人千葉市社
会福祉協議会の運営基
盤の安定を図り、本市の
地域福祉の推進に資す
る。

〔対象者〕
社会福祉法人
千葉市社会福祉協議会
〔提供内容〕
人件費・運営管理費の
10/10（他収入を除く）

【補助対象】
・役員　　２人
・職員　５1人
・嘱託職員　９人
・運営管理費

地域福祉課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額0.6億円
（うち一般財源0.6億円)
【主なもの】
指定管理委託料　0.6億円

54
歳出決算額50百万円
（うち一般財源50百万円）

政令市での実施なし

6 社会福祉研修

社会福祉法第２１条に基
づき、行政職員及び市内
社会福祉事業従事者の
資質向上を目的に必要な
研修等を行う。

〔対象者〕
市内社会福祉事業従事者
及び行政職員、市民
〔提供内容〕
千葉市社会福祉研修センター
の運営等

H29年度利用実績（受講者数）
・社会福祉施設職員等向け
　→　33講座（99日間）、1,266人
・行政職員向け
　→　6講座（6日間）、229人
・市民向け
　→　1講座（41日間）、1,255人

【現状】
研修内容等については、本市関
係各課の意向や社会福祉法の
改正をはじめとする環境変化を
踏まえ、適宜見直しを行ってい
る。

【課題】
ハーモニープラザ施設全体のあ
り方検討を踏まえ、社会福祉研
修センターのあり方についても
見直しを検討していく。

【現状】
施設相互を密に連携させ一体
的に運営することにより、社会
福祉の増進と男女共同参画社
会の形成促進に寄与している。

【課題】
市民ニーズや公共施設としての
有用性等を踏まえ、今後、施設
で実施する事業や施設全体の
あり方を検討する必要がある。

地域福祉課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額2.0億円
（うち一般財源2.0億円)
指定管理委託料　2.0億円

198
歳出決算額197百万円
（うち一般財源191百万円）

5
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2-4-1

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員0.40人
（正規0.40人）

4 15 ⑧ その他

新たなセンターの設置や現セ
ンター人員の増員、アウトリー
チ的な業務の実施等、事業の
目的達成のために効果的な拡
充方法を検討する。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員0.42人
（正規0.42人）

4 228 ② 課題抑制
介護予防に効果的な事業を検
討する。

モ
ノ

いきいきプラザ・センター
計15か所

115
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員2.70人
（正規1.60人、
　非常勤2.10人）

19 91

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員0.40人
（正規0.40人）

4 101 ⑧ その他

事業規模の拡大、会員数の増
加などの取り組みについて、
市の広報媒体を活用するなど
して支援していく。

モ
ノ

シルバー人材センター 2
＜参考＞

前年度決算額

生きがい活動支援通所

利用者本人がいつまでも
心身ともに健康で、いきい
きと自立した生活を送れ
るようにする。

〔対象者〕
在宅の６５歳以上の市民
（「要介護」「要支援」認定
者を除く）
〔提供内容〕
日常動作訓練（簡単な体
操や運動）
教養講座
趣味活動
ほか

【実績】
H29延利用者数
46,372人

【効果】
「要介護」「要支援」状態に陥る
ことを予防することで、介護保険
サービスの利用が抑制され、介
護保険料の負担軽減につなが
る。

課題抽出 今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

高齢福祉課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額0.11億円
（うち一般財源0.05億円)
【主なもの】
委託料 0.11億円

11
歳出決算額10百万円
（うち一般財源5百万円）政令市では、横浜市、岡山市が設置

県内では、柏市が設置

1
生涯現役応援センター運
営

高齢者の就労や地域活
動など多様な生きがいに
対応するため、相談窓口
の設置や一元的な情報提
供を行い、社会参加を促
す拠点として整備する。

〔対象者〕
市内在住の概ね60歳以
上の者
〔提供内容〕
・就労やボランティア活動
など各種相談対応及び情
報提供
・セミナー・講習会等の企
画・運営
・民間企業・NPO団体等と
のイベントの企画・運営
・高齢者に適した活動先
の開拓　など

【実績】
H29　相談件数　 ：342件
　　　マッチング数： 77件

【効果】
高齢者の社会参加促進により、
生きがいの向上を目指すととも
に、社会を支える存在として活
躍できるよう支援している。

元気な高齢者の社会参加機会
の確保、生きがいの充実を図る
ために有効である。
一方、利用者数が伸び悩んで
いるため、より一層の周知に努
める必要がある。

施策 介護予防と生きがいづくりの促進

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析

政令市9市で実施

4
シルバー人材センター運
営補助

高齢者が生きがいをもっ
て充実した生活を送れる
よう、就業機会を確保し、
提供する。

〔対象者〕
外郭団体
〔提供内容〕
人件費・施設管理運営経
費・事業に要する経費の
10/10

高齢福祉課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額0.8億円
（うち一般財源0.8億円)
【主なもの】
補助金 0.8億円

72
歳出決算額64百万円
（うち一般財源64百万円）

政令市5市で実施

3 敬老会助成

敬老会の開催を通じ、高
齢者の外出促進、世代間
交流や地域コミュニティの
活性化を図る。

〔対象者〕
敬老会を開催する団体
〔提供内容〕
満75歳以上の市民を対象
に開催した敬老会経費の
3/4を補助
（上限：一人あたり3千円）

【実績】
敬老会参加者数：26,780人
（H29年度）

【効果】
高齢者の外出促進、地域コミュ
ニティの活性化に資している。

参加者数は増加しており、高齢
者の外出促進や地域コミュニ
ティの活性化に有効である。
さらなる敬老会の参加者や団体
数の増加に努める必要がある。

利用者の満足度は高いが、新
規利用者の割合は低調であり、
今後利用者の確保及び、利用
者数の増加を図っていく必要が
ある。
また、高齢者人口が増加する中
で、真に必要な介護予防事業の
メニューについて検討する必要
がある。

高齢福祉課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額1.1億円
（うち一般財源1.1億円)
【主なもの】
委託料 1.1億円
（指定管理者制度）

109
歳出決算額104百万円
（うち一般財源104百万円）

2

政令市20市で実施
（全政令市で実施）

【実績】
会員数：2431人（H29年度末）
受注件数：21,674件
契約金額：10.4億円

【効果】
高齢者の豊かな経験と能力を
生かした働く環境づくりを行って
いる。

高齢者人口が増加する中で、元
気な高齢者の就業機会の確
保、生きがいの充実、健康と福
祉の増進を図るために有効であ
る。
そのため民間事業所への訪問
活動を強化し、受注開拓に努め
る必要がある。

高齢福祉課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額1.0億円
（うち一般財源1.0億円)
補助金　1.0億円

95
歳出決算額90百万円
（うち一般財源90百万円）
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2-4-1

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員0.70人
（正規0.70人）

6 661 ⑦ 資産活用

介護予防・認知症予防に一層
取り組むとともに、地域で活躍
するボランティアの育成など新
たな取り組みを検討していく。

モ
ノ

いきいきプラザ・センター
計15か所

115
＜参考＞

前年度決算額

課題抽出 今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

施策 介護予防と生きがいづくりの促進

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析

高齢福祉課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額5.4億円
（うち一般財源5.2億円)
【主なもの】
指定管理等委託料 5.0億円

540
歳出決算額517百円
(うち一般財源497百万円）

5
老人福祉センター管理運
営

いきいきプラザ・センター
での各種相談や健康増進
事業、レクリエーション活
動を通じ、高齢者の生き
がいや健康を増進しても
らう。

〔対象者〕　60歳以上の高
齢者
〔提供内容〕
開館時間　午前9時から
午後5時15分まで
休館日　　年末年始（12月
29日から1月3日まで）
使用料　　無料（市外居住
者は100円）
入浴料　　100円（市外居
住者は200円）

【実績】
H29年間利用者数
　プラザ　 ：457,754人
　センター：170,594人

【効果】
高齢者の健康増進や生きがい
ある生活が送れるよう支援して
いる。

年間60万人以上の高齢者が利
用し、健康増進や生きがいのあ
る生活が送れるための役割を
担っているが、公共施設の統廃
合が進められる中、今後のあり
方について検討が必要となって
いる。

神戸市以外は、老人福祉センターを設置
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2-4-2

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員1.30人
（正規1.30人）

11 71 ⑧ その他

整備の進まない日常生活圏域
等において、建設費等補助を
行うと共に、制度の説明や運
営上の情報提供等行うことで
参入を促す。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額
⑧ その他

ケアマネージャー、利用者に
対して、サービスの必要性効
果等を周知することで、利用促
進を図る。

ヒ
ト

職員1.3
（正規1.3人）

10 109 ⑧ その他
利用者に影響の少ない更新方
法を検討する。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員2.4人
（正規2.4人）

18 304 ⑧ その他

・高齢者事業が増大よる中で
当該事業を見直し、代替事業
に振り向ける。
・今後、地域支援事業から除
外されることが想定され、さら
なる検討が求められる可能性
がある。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

課題抽出 今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

施策 地域生活支援の充実（高齢者）

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析

2 緊急通報システム

安否の確認や健康などの
各種相談を行い、緊急時
に対応する。

〔対象者〕　60歳以上のひ
とり暮らし高齢者等
〔提供内容〕
簡単な操作で、民間受信
センターに通報のできる
緊急通報装置を高齢者の
自宅へ設置し、急病等の
緊急時に対応するととも
に、定期的な安否確認や
健康相談を行う。

（平成29年度）
利用者数　3,514人

介護保険事業
課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額1.1億円
（うち一般財源0億円)
【主なもの】
補助金 1.1億円

60
歳出決算額104百万円
（うち一般財源0百万円)

1
社会福祉施設整備助成
（小規模多機能施設・定期
巡回サービス）

小規模多機能型居宅介
護事業所や定期巡回・随
時対応サービス事業所な
どの整備の促進を図る。

〔対象者〕
市内に地域密着型サービ
スを整備する法人
〔提供内容〕
小規模多機能型居宅介
護事業費の建設費助成
32,000千円　他
ほか

H29年度末現在（事業所数）

　小規模多機能型居宅介護
22
　(看多機含む)

　定期巡回・随時対応型
　訪問介護看護
12

地域包括ケアシステムの構築
に際して、24時間365日のサー
ビス提供が可能な、本サービス
事業所の参入が必要である。

人員配置や利用者を確保がで
きないないことによる採算性が
障壁となり、参入が進まないた
め、参入コスト及び初期運営コ
ストの低減を図るため、建設費
等補助を行い、参入を促す必要
がある

全政令市で実施

政令市１８市で実施

高齢福祉課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額2.9億円
（うち一般財源0.6億円)
【主なもの】
扶助費 2.9億円

286
歳出決算額327百万円
（うち一般財源62百万円)

全政令市で実施

3 おむつ給付等

高齢者の介護を社会全体
で支え、できる限り住み慣
れた地域で安心して生活
ができるようにする。

〔対象者〕
　「要介護」認定者で常時
失禁状態にある者
〔提供内容〕
＜おむつ給付等の基準額
＞
要介護１～３
　4,000円
要介護４・５
　8,000円
＜利用者負担＞
　購入費用の１割　（上
限：基準額の１割）

（平成29年度）
利用者人数　延　77,540人

平成29年度は、介護保険特別
会計地域支援事業の上限以上
の支出となったため、保健福祉
事業で確保した財源で対応し
た。
平成30年度9月より、所得要件
を変更する。

利用者は増加傾向にある。
また、現委託業者との契約期間
は、平成31年度までであるた
め、次期契約を結ぶ必要があ
る。業者変更、機器の入れ替え
が必要となる場合がある。

高齢福祉課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額1.1億円
（うち一般財源1.1億円)
【主なもの】
委託料 1.1億円

99
歳出決算額93百万円
（うち一般財源93百万円)
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2-4-2

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員1.27人
（正規1.27人）

10 380

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員0.60人
（正規0.60人）

5 595

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員0.35人
（正規0.35人）

3 63

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

施策 地域生活支援の充実（高齢者）

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析

高齢福祉課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額3.6億円
（うち一般財源2.7億円)

370
歳出決算額323百万円
（うち一般財源246万円）

4 老人福祉施設措置費

家庭や経済的な理由で、
居宅生活ができない方の
入所費用を所得に応じた
額とするとともに、養護老
人ホームの安定経営を図
るために、運営費を補助
する。

〔対象者〕
養護老人ホームを設置経
営する法人
〔提供内容〕
措置入所者の介護サービ
ス利用料への補助

（平成29年度）
延　1675人

措置費については、国の技術的
助言に基づいて算定している
が、今後新たな技術的助言は
出ない状況である。

老人福祉法により全政令市で実施

課題抽出 今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

全政令市で実施

6
民間社会福祉施設職員設
置助成

職員の雇用経費を補助す
ることにより、職員確保に
よる負担軽減や、入居者
にきめ細やかな対応を図
る等、質量両面でのケア
の向上が確保される。

〔対象者〕
養護老人ホーム及び経費
老人ホームを経営する民
間社会福祉法人
〔提供内容〕
国が定める職員配置基準
を超えて配置された職員
雇用経費：2,600千円/人

H29年度末　　15施設、24人

　介護保険適用外施設にて、千
葉県及び県内中核市において
も同様の補助事業を実施してい
る。
　地域間格差が生じないように
千葉県等の動向を注視していく
必要性がある。

国の施設運営基準を引き継ぎ、
所得階層に応じた自己負担額
を軽減することにより、低所得
の高齢者の住まいのセーフ
ティーネットを担っている。
財源が一般財源化されており、
補助前提の施設運営であり、施
設存続のために今後も当該補
助に必要性がある。

介護保険事業
課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額6.1億円
（うち一般財源6.1億円)
【主なもの】
補助金 6.1億円

590
歳出決算額   587百万円
（うち一般財源   587百万
円）

5
軽費老人ホームサービス
提供費補助

日常生活の自立が不安
で、家族の援助を十分に
受られない方の入居費用
を所得に応じた額とすると
ともに、軽費老人ホーム
の安定経営を図るため運
営費を補助する。

〔対象者〕
軽費老人ホームを設置経
営する法人
〔提供内容〕
運営に要したサービス提
供費支出額と、国が定め
た所得階層ごとのサービ
ス提供費本人徴収額との
差額の10/10 H29年度末　18施設

利用者人数（延べ）　9,194人

県及び中核市で実施

介護保険事業
課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額0.7億円
（うち一般財源0.7億円)
【主なもの】
補助金 0.7億円

60
歳出決算額  59百万円
（うち一般財源  59百万円）
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2-4-3

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員151.0人
（正規68.2人、
非常勤82.8人）

805 67,775 ⑤ 連携・協働

総合事業について、サービス
の充実を図るとともに、結果と
しての費用の抑制につなげ
る。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額
④ アウトソーシング

急増している要介護認定申請
者に対し、円滑に認定作業を
実施する。

ヒ
ト

職員1.20人
（正規1.20人）

10 1,005

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

③ 整理統合

①【あんしんケアセンター運営
事業費の検討】

運営事業費（委託料）全体の
算定について、平成31年度ま
でに検討を行う予定であり、合
わせて改善を図る。

⑤ 連携・協働

②【あんしんケアセンター支援
体制の整備】

包括3職種の欠員を補充する
べく、募集および庁内における
調整を行う。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額
⑤ 連携・協働

③【センター間の活動平準化】

各区の支援体制の整備を行
い、支援担当職員との協働に
よる、あんしんケアセンター間
の総合調整や技術支援、関係
各所との連携の深化により、
提供サービスおよび職員の資
質平準化を図る。

今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

施策 介護保険サービスの充実

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出

介護保険事業
課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額10.0億円
（うち一般財源0.1億円)
【主なもの】
補助金 10.0億円

995
歳出決算額　530百万円
（うち一般財源　2百万円）

介護人材の不足解消に向け
て、必要な対策を実施してい
く。介護保険法により全自治体で実施

2
特別養護老人ホーム整備
費助成

特別養護老人ホームの整
備の促進を図る。

〔対象者〕
市内に特別養護老人ホー
ムを整備する社会福祉法
人等
〔提供内容〕特別養護老
人ホームの建設費等の助
成：3,702千円/床
ショートステイ：1,762千円/
床

広域型特別養護老人ホーム
創設　　2施設

　地域包括ケアシステムの構
築・進展による在宅サービスの
充実等だけでは、特別養護老
人ホームの待機者（1500人超）
の解消が困難であることから、
当面の間、整備を続ける必要性
がある。
　また、建設に多額の費用がか
かることから行政がその整備に
助成することで整備を促していく
必要がある。

要介護者等が自立した日常生
活を営むのに必要な訪問介護
等のサービスに係る保険給付を
行っており、制度の実施は有効
かつ必要である。
一方、急速な高齢化の進展に
伴い、要介護認定者やサービス
利用者が増加しており、要介護
認定申請に対応するための介
護認定調査員の確保や認定ま
でに要する日数の長期化、介護
サービス給付費の増加が課題
である。
また、介護人材の確保も喫緊の
課題であり、団塊の世代がすべ
て７５歳以上を迎える平成３７年
には、介護職員が約４千人不足
すると見込まれている。

介護保険管理
課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額677.7億円
（うち一般財源99.7億円)
【主なもの】
介護サービス給付費 582.2
億円
介護予防サービス給付費
14.1億円

66,970
歳出決算額643.4億円
（うち一般財源93.0億円）

⑤ 連携・協働

1 介護サービス給付費等

高齢者の介護を社会全体
で支え、保健・医療・福祉
サービスを総合的・効果
的に受けられるようにす
る。

〔対象者〕
要介護等被保険者
〔提供内容〕
訪問介護（ヘルパー）等の
サービスを受けた際に、
かかった費用の原則とし
て９割を保険給付する（本
人は１割を負担）。

被保険者数：246,846人
要介護認定者数：40,856人
サービス利用者数：39,442人
（H30.3.31現在）
保険料徴収率：98.80%
（H28年度）

【効果】
要介護状態等となった者に対
し、有する能力に応じ自立した
日常生活を営むことができるよ
う、必要なサービスに係る保険
給付を行い、市民の福祉の増
進を図ることができた。

全政令市で実施

すべての政令市で設置（介護保険法第115条の46）

地域包括ケア推
進課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額9.5億円
（うち一般財源1.8億円)
委託料 9.1億円

923 ⑤ 連携・協働

【地域づくりの促進】
　自立支援に資するケアマネ
ジメントの支援のため、介護予
防プラン担当者が、多職種か
ら専門的な助言を得られる体
制を構築するとともに、事例を
通して地域課題を抽出する。
　地域課題の解決に向けて
は、別途、随時、地域住民と会
議を開催し、地域づくりを通し
て解決を図る。

3 地域包括支援センター

地域住民の心身の健康
の保持及び生活の安定
のために必要な援助を行
うことにより、地域住民の
保健医療の向上及び福
祉の増進を包括的に支援
する。

〔対象者〕
65歳以上の高齢者および
その家族等
〔提供内容〕
地域に地域包括支援セン
ターを設置。概ね高齢者
3000～6000人に包括３職
種各1名を配置し、以下の
業務等を行う。
①包括的支援事業（総合
相談、権利擁護、包括的・
継続的ケアマネジメント支
援、第1号介護予防支援
事業）
②一般介護予防事業（介
護予防普及啓発、地域介
護予防活動支援）

・あんしんケアセンター：30か所
※出張所2か所を含む

【H29年度実績】
・総合相談延人数38,300人
・総合相談延件数53,221件
・地域ケア会議を定期開催し、
地域課題の共有、ネットワーク
の構築を図った。
・地域ケア会議開催回数
（内訳）　個別課題の解決 　32
回
　　　地域づくり・課題発見 228
回
　　　　　　　　　　　　     合計260
回
・資質向上・平準化・関係機関と
の連携を図る為、会議・研修を
実施。
     　　　　　会議開催数　 11回
　　 　　　　　研修開催数  　3回

【あんしんケアセンター支援体
制の整備】

3区（花見川区・稲毛区・緑区）
の保健福祉センターに、支援担
当職員を配置し、あんしんケア
センターの統括、総合調整、後
方支援等を実施した。

【実績】
・相談受付件数　　　803件
・関係課連携件数　　252件

①【あんしんケアセンター運営
事業費の検討】
・センターの家賃支払額に上限
を一律で設けており、上限を超
える額について、受託法人に負
担がかかっている。

②【あんしんケアセンター支援
体制整備】
・平成30年度から、全区で支援
体制整備を進めているが、包括
3職種の配置について、欠員が
生じている。

③【センター間の活動平準化】
総合相談支援におけるチーム
アプローチや地域ケア会議開催
状況などにおいて、センター間
での活動に差があるといえる。

④【地域づくりの促進】
・地域ケア会議の充実により地
域づくりの促進を図る。歳出決算額887百万円

（うち一般財源167百万円)

ヒ
ト

職員13.58人
（正規7.98人、非常勤5.6人）

82 1,005
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2-5-1

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員0.25人
（正規0.25人） 2 92 ⑤ 連携・協働

相談事業の役割・位置づけに
ついて整理を行う。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額
⑧ その他

従業者の能力向上に向けた取
り組みを検討する。

ヒ
ト

職員0.3人
（正規0.3人）

3 694 ② 課題抑制
医師や相談員を増員して、診
察までの待機期間の短縮を図
る

モ
ノ

療育センター 37
＜参考＞

前年度決算額

施策 療育体制と相談支援の充実

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析

障害福祉サービ
ス課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額0.9億円
（うち一般財源0.7億円)
【主なもの】
委託料 0.9億円

90
歳出決算額86百万円
（うち一般財源63百万円）

1 障害者相談支援

障害児・者の日常生活や
社会生活の向上を図る。

〔対象者〕
障害者（児）
〔提供内容〕
市内7か所で、障害者等
からの相談に応じ、必要
な支援を行うとともに、権
利擁護のための必要な援
助を行う。

※29年度実績
①障害者相談支援事業
・相談件数22,034件
②知的障害者生活支援事業
・支援回数2,012件
③障害児等療育支援事業
・訪問療育相談335件
・外来療育相談495件

・身近で、専門的な相談にのっ
てくれる場所を求める声が大き
い
・相談系の類似事業を整理する
必要がある。
・身体、知的、精神の障害種別
の枠を超えた支援が求められて
いるが、障害種別ごとの相談支
援が主となっている。
・市内の事業者数を充実させる
必要がある。

原則としてH32年度末までに、各市町村等において
専門性と緊急性を備えた地域生活拠点を整備するこ
ととなっている。

課題抽出 今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

政令市10市で実施

　療育相談所における待機期間
（現在、２カ月待ち）の改善のた
めには、医師の増員は不可欠
であるが、発達障害を診断出来
る医師は、少なく、医師の増員
は困難な状況である。

障害福祉サービ
ス課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額6.6億円
（うち一般財源4.5億円) 654

歳出決算額576百万円
（うち一般財源395百万円）

2 療育センター管理運営

障害の相談、判定、療育
等を実施することにより、
安心した日常生活を送れ
るようにするとともに、介
護の負担を軽減する。
また、訓練やスポーツ等
を通して社会参加の促進
を図る。

〔対象者〕
障害児、障害児の家族
〔提供内容〕
療育相談所
医療型児童発達支援セン
ター
福祉型児童発達支援セン
ター
就労移行支援・継続支援
Ｂ型事業等
身体障害者福祉センター
指定特定相談支援事業
所

　相談員を１名増員したことによ
り、療育相談所における待機期
間が短縮された。

平成２９年度利用者数等
やまびこルーム
・福祉型児童発達支援
                        　  2,857人
すぎのこルーム
・医療型児童発達支援
                        　  1,620人
・日中一時支援 　　　     9人
・児童発達支援  　　 2,663人
いずみの家
・就労移行支援　　　 1,082人
・就労継続支援B型　7,014人
・日中一時支援　　　　 161人
ふれあいの家
・身体障害者福祉センターB型
　　　　　　　　　　      1,946人
ばれっと
・相談支援　　　　   10,124件
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2-5-2

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員18.01人
（正規13.21人、
非常勤4.8人）
※「障害児支援給付等」、
「障害者介護給付等」、「地
域生活支援給付」は、一体
的に遂行しているため、総
人員を各事業規模に合わせ
て按分した。

110 13,367 ⑧ その他
従業者の能力向上に向けた取
り組みを検討する。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額
⑤ 連携・協働 事業参入を促す

ヒ
ト

職員6.00人
（正規4.90人、
非常勤1.10人）
※「障害児支援給付等」、
「障害者介護給付等」、「地
域生活支援給付」は、一体
的に遂行しているため、総
人員を各事業規模に合わせ
て按分した。

40 3,087 ⑧ その他
　実地指導の方法について、
効率的な実施方法について検
討する。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員5.54人
（正規3.14人　非正規2.4人）

31 1,860

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員1.81人
（正規1.81人）

12 1,409

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

施策 地域生活支援の充実（障害のある人）

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析

障害福祉サービ
ス課
障害者自立支
援課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額132.7億円
（うち一般財源33.2億円)
【主なもの】
扶助費 132.7億円

13,257
歳出決算額12,566百万円
（うち一般財源3,381百万円）

1 障害者介護給付等

障害者の生活を支援する
とともに、その経済的負担
の軽減を図る。

〔対象者〕
障害者（児）
〔提供内容〕
障害者が地域での生活に
必要となる各種支援や入
所・通所・相談支援にかか
る費用を市が負担する。 実利用者数

H26年度9,298人
H27年度10,622人
H28年度11,426人

・居宅介護事業所は増えている
状況であるが、障害特性（知的・
精神）により実際に利用できな
い者もいる。
・利用者数の増加、高齢化、重
度化により事業費が毎年度増
加している。

障害者総合支援法により全自治体で実施

課題抽出 今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

精神保健福祉
課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額18.6億円
（うち一般財源9.5億円)
【主なもの】
扶助費 18.4億円

1,829
歳出決算額1,848百万円
（うち一般財源949百万円）

児童福祉法により全自治体で実施

3
自立支援医療（精神通院
医療）

精神障害者の通院医療に
係る負担を軽減すること
により、継続的な医療を
確保し、地域における自
立を促進する。

〔対象者〕
精神障害者
〔提供内容〕
治療にかかる費用の一部
を市が負担する（本人負
担1割）

受給者数　 　　　　　　15,149人
利用件数　　　　　　　266,702件

【効果】
精神障害者の地域における自
立支援に寄与している。

精神障害者の継続的な医療の
確保及び地域における自立支
援に寄与しており、有効と考え
る。

受給者数及び利用件数の増に
伴い、扶助費が年々増額してい
る点が課題としてあげられる。

　計画相談事業所の参入は進
まないが、発達障害児の増加は
著しく、それに伴い、通所事業
所や利用者も増加しており、財
政負担は年々増加している。
　また、事業所が増えることによ
り、事業所の実地指導件数も増
加しており、職員の負担は増し
ている。

障害福祉サービ
ス課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額30.5億円
（うち一般財源7.8億円)
【主なもの】
扶助費 30.5億円

3,047
歳出決算額2,012百万円
（うち一般財源526百万円）

2 障害児支援給付等

障害児の生活を支援する
とともに、その経済的負担
の軽減を図る。

〔対象者〕
障害児
〔提供内容〕
障害児の通所・入所・相
談支援にかかる費用を市
が負担する。

平成２９度支給実績（延件数）
・計画相談支援
 1,877件
・障害児入所支援
 18件
・児童発達支援
 1,049件
・放課後等デイサービス
 1,421件

障害者総合支援法により全自治体で実施

障害者総合支援法により全自治体で実施

障害者自立支
援課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額13.9億円
（うち一般財源3.5億円)
【主なもの】
扶助費 13.9億円

1,397
歳出決算額1,419百万円
（うち一般財源344百万円）

4
自立支援医療
（更生医療）

障害者の生活を経済的に
支援する。

〔対象者〕
身体障害者（児）
〔提供内容〕
治療にかかる費用の一部
を市が負担する（本人負
担1割）

支給決定実人員数
　入院分　  59名
　外来分　788名

【効果】
医療の給付等により、身体障害
者の障害を軽減し生活機能の
回復に役立っている。

国制度である当該事業の積極
的活用が図られない場合、心身
障害者医療費助成の給付が増
大し、制度の持続可能性が極端
に縮小することから、積極的に
利用勧奨を行う必要がある。
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2-5-2

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員3.46人
（正規2.46人、
非常勤1.00人）

21 1,720

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員1.36人
（正規1.26人、
非常勤0.10人）
※「障害児支援給付等」、
「障害者介護給付等」、「地
域生活支援給付」は、一体
的に遂行しているため、総
人員を各事業規模に合わせ
て按分した。

10 350 ⑧ その他
従業者の能力向上に向けた取
り組みを検討する。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額
⑤ 連携・協働 事業参入を促す

ヒ
ト

職員1.76人
（正規1.76人）

12 231

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員2.31人
（正規2.31人）

16 210

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

施策 地域生活支援の充実（障害のある人）

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析

障害者自立支
援課
各区高齢障害
支援課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額17.3億円
（うち一般財源14.1億円)
【主なもの】
扶助費 17.0億円

1,699
歳出決算額1,720百万円
（うち一般財源1,378百万円）

5 心身障害者医療費助成

障害者の医療費にかかる
負担軽減を図るため、医
療費の自己負担額を助成
する。

〔対象者〕
【身体障害者】
身体障害者手帳１～２級
及び内部障害３級
【知的障害者】
療育手帳Aの１～Bの１
【精神障害者】
精神障害者保健福祉手
帳1級
〔提供内容〕
保険医療の範囲内の自
己負担額を助成

【医療費助成】
現物　延　309,904件
償還　延　  24,703件

【効果】
医療費の一部を助成すること
で、障害者（児）の健康の維持
に資するものである。

平成２７年１０月より現物給付に
移行する際に、一部負担金の徴
収と新たに６５歳以上で重度
なった方を対象外とする改正を
行ったことにより、扶助費の伸
びが鈍化しており、本制度改正
の効果が出てきていると評価し
ている。
今後もより多くの医療を必要と
する心身障害者の医療費を軽
減することは、心身障害者の健
康の維持と生活の安定のため
非常に有効な手段であり、本制
度を継続するとともに、制度の
持続可能性を高めるために、併
給できる国制度等の活用を積
極的に勧奨する必要がある。全政令市で実施

課題抽出 今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

障害者自立支
援課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額2.2億円
（うち一般財源0.5億円)
【主なもの】
扶助費 2.2億円

219
歳出決算額202百万円
（うち一般財源109百万円）

障害者総合支援法により全自治体で実施
ただし、支給基準等の決定については、自治体の裁
量が大きい。

7 日常生活用具費支給等

障害児・者の日常生活や
社会生活の向上を図る。

〔対象者〕
身体・知的障害者（児）
精神障害者
〔提供内容〕
火災警報器などの用具費
を支給する（本人負担1
割）

支給件数　18,425件

在宅の障害者が日常生活を送
るうえで、欠かせない事業であ
り、今後も継続する必要があ
る。

・利用者高齢化、重度化により
事業費が毎年度増加している。

障害福祉サービ
ス課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額3.4億円
（うち一般財源0.84億円)
【主なもの】
扶助費 3.4億円

340
歳出決算額324百万円
（うち一般財源164百万円）

6 地域生活支援給付

障害者の生活を支援する
とともに、その経済的負担
の軽減を図る。

〔対象者〕　障害者（児）
〔提供内容〕
移動支援・訪問入浴サー
ビス・日中一時支援の
サービス利用にかかる費
用を市が負担する。 実利用者数

H26年度1,390人
H27年度1,356人
H28年度1,345人

障害者総合支援法により全自治体で実施

障害者総合支援法により全自治体で実施

障害者自立支
援課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額1.9億円
（うち一般財源0.5億円)
【主なもの】
扶助費 1.9億円

194
歳出決算額148百万円
（うち一般財源48百万円）

8 補装具費支給

障害児・者の日常生活や
社会生活の向上を図る。

〔対象者〕　身体障害者
（児）〔提供内容〕
肢体不自由者の義手・義
足・装具などの補装具費
（購入・修理）を支給する
（本人負担1割）。 支給件数

　購入　765件
　修理　650件

在宅の障害者が日常生活を送
るうえで、欠かせない事業であ
り、今後も継続する必要があ
る。
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2-5-2

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員0.47人
（正規0.47人）

3 144

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員6.97人
（正規3.29人、
非常勤3.68人）

37 105

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員4.73人
（正規3.73人、
非常勤１.00人）

27 975 ③ 整理統合
より必要性の高い障害福祉施
策の充実のため、事業のあり
方を検討

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員0.3人
（正規0.3人）

3 959 ② 課題抑制
医療的ケアが必要な障害児
（者）の受入れを行う

モ
ノ

桜木園
大宮学園

58
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員0.3人
（正規0.3人）

3 79 ② 課題抑制

障害者の創作的活動、スポー
ツレクリエーション活動の講座
について、新たな講座を開設
するなど、利用者アンケートを
基に充実を図る。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

施策 地域生活支援の充実（障害のある人）

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析

障害者自立支
援課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額1.4億円
（うち一般財源0.3億円)
【主なもの】
補助金（年金） 1.4億円

141
歳出決算額140百万円
（うち一般財源25百万円）

9 心身障害者扶養共済

加入者が死亡・重度障害
者になった場合に、障害
者（児）の生活の安定のた
め、終身年金を支給す
る。

〔対象者〕
障害者（児）の保護者
〔提供内容〕
年金額　2万円/月/口

加入者数　298名
年金受給者数　226名

親亡き後の障害者の生活を支
える重要な事業であり、今後も
継続する必要があるが、年金受
給者が増加しているのに対し、
加入者が減少していることが課
題である。

全政令市で実施

課題抽出 今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

障害者自立支
援課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額9.5億円
（うち一般財源7.6億円)
【主なもの】
扶助費 9.5億円

948
歳出決算額1,174百万円
（うち一般財源976百万円）

精神保健福祉法により全自治体で実施

11 各種福祉手当

障害者・児の生活を支援
するため、障害に応じた
手当を支給する。

〔対象者〕
障害の程度に合致した本
人又は保護者
〔提供内容〕
【特別障害者手当】
26,940円/月
【市福祉手当】
者：5,000円/月
児:7,000円/月
　など

【特別障害者手当】
延6,727人
【特別児童扶養手当】
受給者数　1,336人
【市福祉手当】
障害者　延116,489人
障害児　　延11,609人
【効果】
重度の障害者に手当を支給す
ることによって、当該障害者の
福祉の増進に役立っている。

【課題】
事業費が年々増加している。

国の手当は重度の障害者・障
害児への経済的支援として継
続されており、受給資格のない
方への誤支給防止等適正化を
図る。なお、平成３０年１０月支
払分より市手当を見直したこと
により、扶助費の伸びの鈍化が
期待できる。

措置入院患者の適正な医療の
確保、症状の改善と安定化が図
られており、有効と考える。

公費負担件数の増に伴い、扶
助費が年々増額している点が
課題としてあげられる。

精神保健福祉
課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額0.8億円
（うち一般財源0.3億円)
【主なもの】
扶助費 0.7億円

68
歳出決算額69百万円
（うち一般財源26百万円）

10 措置入院医療費公費負担

措置入院患者の適正な医
療を確保し、症状の改善
と安定化を図る。

〔対象者〕
精神障害者の内、措置入
院患者
〔提供内容〕
措置入院に要する費用を
市が負担する。

措置入院患者数　　　　80人
公費負担件数　　　　　256件

【効果】
措置入院患者の症状の改善及
び安定化に寄与している。

国制度手当は、全自治体で実施
市独自手当は、１４政令市で実施

【桜木園】
重度心身障害児施設は、政令市２市で実施（堺、北
九州）
【大宮学園】
心身障害児総合通園センターは、政令市１０市で実
施（療育センターと同様）

13
障害者福祉センター管理
運営

文化・スポーツの講座の
開催や相談・訓練を実施
することにより、障害者の
生活不安を軽減し、社会
参加を促進する。

〔対象者〕　障害者
〔提供内容〕
障害に関する各種相談に
応じるとともに、機能訓練
や教養の向上、社会参加
及びスポーツ・レクリエー
ションなどのサービスを提
供する。

障害福祉サービ
ス課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額9.0億円
（うち一般財源2.4億円)
【主なもの】
桜木園指定管理委託料 6.1
億円
大宮学園指定管理委託料
2.9億円

898
歳出決算額896百万円
（うち一般財源241百万円）

12 心身障害児施設管理運営

就学前の障害児に対して
適切な療育を実施すると
ともに、重度心身障害者
の通所・入所事業を実施
することにより、障害者及
びその家族の生活を支援
する。

〔対象者〕
障害児、障害児の家族
〔提供内容〕
障害児の入所・通所によ
り、適切な治療及び日常
生活の指導などのサービ
スを提供する。

平成２９年度利用者数
桜木園
（入所）　　延人数　18,148人
・医療型障害児入所施設　1,082
人
・療養介護　　　　　　　17,066人
・短期入所　1,431人
・生活介護　3,238人　　他
　
大宮学園
ひまわりルーム
・児童発達支援　8,004人
・日中一時支援　  8人　　他
たけのこルーム
・児童発達支援　8,279人
・日中一時支援　 11人　　他
外来診療　365人
訓練・評価　824人

　人工呼吸器装着児（者）など、
医療的ケアが必要な児（者）の
受入れ要望が福祉団体から寄
せられているが、適切なサービ
スを提供するためには、医師や
看護師の増員が不可欠である。
　また、短期入所の受入れを開
始するにあたり、必要な人員や
施設の改修については、通所の
受入れを行っていく中で検証す
る必要がある。

政令市１５市で実施

平成２９年度障害者福祉講座
・創作的活動
利用者数　３，２０９人
・ｽﾎﾟ･ﾚｸ事業
利用者数　４，０１７人

　障害者福祉講座については、
多様な意見があり、利用者アン
ケートを基に毎年度、内容の見
直しを行っている。

障害福祉サービ
ス課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額0.8億円
（うち一般財源0.8億円) 76

歳出決算額84百万円
（うち一般財源84百万円）
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2-5-2

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員0.20人
（正規0.20人）

2 193

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員0.10人
（正規0.10人）

1 104

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員0.05人
（正規0.05人）
※措置決定事務はこども未
来局（児相）

1 241

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員0.30人
（正規0.30人）

3 50 ⑧ その他

事業所の整備は民間による自
主整備に委ねることとし、新規
の助成は行わないこととしてい
る。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出

施策 地域生活支援の充実（障害のある人）

金額や執行方法にバラつきはあるが、多くの市町村
で実施

15 強度行動障害加算

必要な経費の一部を助成
することで、支援員を増や
し、設備を整えるなど、受
け入れのできる環境を
作ってもらう。

〔対象者〕　施設管理者
〔提供内容〕
助成単価
知的障害者施設等 (生活
介護2,500円,入所等2,310
円/日/人）
障害児施設　6,700円/日/
人
指定短期入所事業所
4,720円/日/人

・施設7施設
　年間延利用者数 6,452人
・短期入所
　年間延利用者数   238人

特別な支援を要する強度行動
障害者の受入れにあたっては、
専門性の高い職員の配置や設
備面での整備等のため、事業
所への支援が必要であり、今後
も引き続き事業を実施する必要
がある。

気軽に参加できる障害者の社
会参加の場として効果的な事業
であり、住み慣れた地域で生活
していくためにも、重要な事業で
あり、運営体制の強化を図るた
め、可能な場合には、障害福祉
サービスへの移行を促していく
必要がある。

障害福祉サービ
ス課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額1.9億円
（うち一般財源1.5億円)
【主なもの】
補助金 1.2億円
委託料 0.8億円

191
歳出決算額187百万円
（うち一般財源159百万円）

14
地域活動支援センター運
営補助

創作的活動や生産活動、
社会との交流等により、
障害者の日中活動をサ
ポートする。

〔対象者〕
障害者総合支援法に基づ
く地域活動支援センターを
運営する法人
〔提供内容〕
１日あたりの実利用人数
に応じた補助基礎額を補
助

・Ⅰ型6事業所
　年間延利用者数 21,128人
・Ⅱ型・Ⅲ型13事業所
　年間延利用者数 54,004人

児童福祉法により、全市で実施

17
社会福祉施設整備助成
（障害のある人）

市内の民間社会福祉施
設の整備の促進及び経
営の健全化並びに入所者
等の処遇の向上を図る

〔対象者〕
市内に障害者福祉施設を
整備する民間社会福祉法
人等
〔提供内容〕
施設整備のために独立行
政法人福祉医療機構から
借り入れた施設整備資金
の元金償還に要する経費
の3/4

障害福祉サービ
ス課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額2.4億円
（うち一般財源1.2億円)
【主なもの】
委託料 2.4億円

240
歳出決算額228百万円
（うち一般財源113百万円）

政令市６市で実施

16 心身障害児施設措置費

施設に措置入所している
障害児の生活を支援す
る。

〔対象者〕　障害児
〔提供内容〕
入所にかかる費用を市が
負担する。

平成３０年４月１日現在措置者
４３人
・知的障害児施設
１１施設　３１人
・第二種自閉症児施設
１施設　１人
・肢体不自由児施設
２施設　２人
・重心児施設
２施設　６人
・指定医療機関
３施設　３人

　措置決定は、児童相談所（こ
ども未来局）で行い、費用の支
払いは障害福祉サービス課（保
健福祉局）で行っているが、シス
テム連携しているわけではなく、
手処理で行っている。また、重
度加算の認定は児童相談所で
行っており、結果通知を受け取
る必要がある。

障害福祉サービ
ス課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額1.1億円
（うち一般財源1.1億円)
【主なもの】
扶助費 1.1億円

103
歳出決算額46百万円
（うち一般財源46百万円）

政令市８市で実施

補助対象15法人

　法制度の整備が整ったことに
より、障害者福祉を実施する社
会福祉法人の運営が安定して
きたことなどから、現在では新
規の借受けに対する助成を行っ
ていないが、これまでに助成の
対象としてきた借受けの返済が
完了するのはH37年度であり、
助成が長期に及ぶこととなる。

障害福祉サービ
ス課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額0.5億円
（うち一般財源0.5億円)
【主なもの】
補助金 0.5億円

47
歳出決算額51百万円
（うち一般財源51百万円)
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2-5-2

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員0.46人
（正規0.46人）

4 132

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員0.85人
（正規0.85人）

7 90

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員0.05人
（正規0.05人）

1 72

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出

施策 地域生活支援の充実（障害のある人）

障害福祉サービ
ス課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額0.9億円
（うち一般財源0.9億円)
【主なもの】
補助金0. 9億円

83
歳出決算額49百万円
（うち一般財源49百万円)

千葉県内各市町村で実施

19
グループホーム等運営費
補助金

　障害者が地域で自立し
た生活を送るために必要
な住まいの場である共同
生活援助（グループホー
ム）の運営を援助し、経営
の安定を図り、もって入居
者の生活基盤の安定を図
る。

〔対象者〕
本市の支給決定を受けた
障害者が入居し、障害者
総合支援法上の指定を受
けているグループワーク
ホーム及び精神共同作業
所を運営する団体
〔提供内容〕
　共同生活援助住居の定
員・入居者の障害支援区
分・世話人の人員配置に
より基づく補助基準額か
らグループホームの国の
報酬基準額との差額につ
いて補助する。

補助金交付64件

本市の助成額が、千葉県及び
県内中核市が行っている助成
額より大きく下回っていたことか
ら、県内水準に制度の拡充を行
い、千葉市民の利用者の入居
を促進する。

グループホーム入居者の経済
的負担を軽減するとともに、そ
の自立と社会参加の促進に寄
与している。

障害福祉サービ
ス課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額1.3億円
（うち一般財源0.9億円)
【主なもの】
助成1. 3億円

128
歳出決算額96百万円
（うち一般財源53百万円)

18
グループホーム等家賃助
成

障害者総合支援法の趣
旨に基づき、グループ
ホーム（指定共同生活援
助事業所）に入居している
者が、居室提供者に支払
う家賃の一部を助成する
ことにより、入居者の経済
的負担を軽減するととも
に、その自立と社会参加
の促進に寄与することを
目的とする。

〔対象者〕
生活保護受給者を除くグ
ループホーム入居者
〔提供内容〕
月額家賃の2分の1を助成
（上限月20,000円）
※国補助を受ける場合、
国補助額の残額の2分の
1（上限月20,000円）

平成２９年度
延利用件数　4,121人

千葉県、県内中核市で実施

横浜市、福岡市で実施

障害福祉サービ
ス課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額0.8億円
（うち一般財源0.8億円)
【主なもの】
補助金 0.8億円

71
歳出決算額71百万円
（うち一般財源71百万円)

20 社会福祉事業団管理運営

退職手当相当額の積立
不足を解消し、法人の健
全な運営を図る

〔対象者〕
社会福祉事業団
〔提供内容〕
事業団の運営に要する職
員に係るH17年度末にお
ける退職給与引当金の不
足分

退職給与積立金の不足金額
９５９，０７８，５１７円

Ｈ２９年度までの補助金額
７４８，０８０，０００円

今後、補助予定金額
２１０，９９６，０００円

　退職給与積立金の不足金額
を平成１８年度からの１５年間で
補助するものであり、平成３２年
度で完了する。
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2-5-3

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員0.88人
（正規0.88人、）

6 160 ③ 整理統合
より必要性の高い障害福祉施
策の充実のため、見直しを検
討

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額
③ 整理統合

福祉タクシー、自動車燃料費
助成、通所交通費助成等サー
ビスへのアクセス支援につい
て総合的に検討し、より必要
性の高い障害者福祉施策の
充実のため、見直しを検討

ヒ
ト

職員1.68人
（正規0.88人、
非常勤0.80人）

6 150 ③ 整理統合
より必要性の高い障害福祉施
策の充実のため、見直しを検
討

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額
③ 整理統合

福祉タクシー、自動車燃料費
助成、通所交通費助成等サー
ビスへのアクセス支援につい
て総合的に検討し、より必要
性の高い障害福祉施策の充
実のため、見直しを検討

ヒ
ト

職員0.05人
（正規0.05人）

1 98 ② 課題抑制
就労継続支援（Ｂ型）や地域活
動支援センターへの移行を推
進する。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

施策 就労支援と社会参加の促進

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析

障害者自立支
援課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額1.5億円
（うち一般財源1.4億円)
【主なもの】
扶助費 1.4億円

154
歳出決算額168百万円
（うち一般財源168百万円)

1 福祉タクシー助成

重度の障害者等がタク
シーを利用する場合に費
用の一部を助成すること
により、社会活動の範囲
を広める。

〔対象者〕
重度の障害者（児）及び
特定疾病等の重傷患者
〔提供内容〕
助成額：運賃の半額（上
限1,300円/回）（リフト付き
は上限5,500円/回）
年60枚交付（人工透析患
者は200枚まで）

発行実人数　6,645人

障害者の社会活動の範囲を広
めることに役立っているが、障
害者数の伸びより事業費が増
加しているため、平成２９年度よ
り所得制限を導入したので、今
後の推移を見守る必要がある。

全政令市で実施

課題抽出 今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

８政令市が実施

3
民間福祉作業所等運営費
助成

在宅障害者の居場所を確
保し、軽作業や活動をと
おして集い、ふれあう場と
して社会参加の促進及び
社会復帰につなげる。

〔対象者〕
ワークホーム及び精神共
同作業所を運営する団体
〔提供内容〕
指導員設置費・賃借料・
事業費の10/10（上限あ
り）

平成２９年度
ワークホーム　　１６カ所
　　延利用者数　１，１２５人

精神共同作業者　　３カ所
　　延利用者数　　　６１７人

　経営者の高齢化や、収入の大
半を市の補助金が占めるなど、
経営が不安定な事業所が多く、
法定サービス事業所への移行
を推進している。

障害者の社会活動の範囲を広
めることに役立っているが、障
害者数の伸びより事業費が増
加しているため、平成２９年度よ
り所得制限を導入したので、今
後の推移を見守る必要がある。

障害者自立支
援課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額1.5億円
（うち一般財源1.5億円)
【主なもの】
扶助費 1.5億円

144
歳出決算額168百万円
（うち一般財源168百万円)

2 自動車燃料費助成

重度の障害者等が日常
生活に使用する自動車の
燃料の購入に要する費用
の一部を助成することに
より、社会参加を促進す
る。

〔対象者〕
重度の障害者（児）及び
特定疾患等の重症患者
〔提供内容〕
助成額：500円/回（上限
年40回）

発行者数　7,722人

政令市１１市で実施

障害福祉サービ
ス課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額1.0億円
（うち一般財源1.0億円)
【主なもの】
補助金1. 0億円

97
歳出決算額89百万円
（うち一般財源89百万円)
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4-2-5

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員0.35人
（正規0.35人）

3 599 ⑧ その他
　火葬件数の増加に対応する
ため、稼働時間、日数の増加
を検討する。

モ
ノ

斎場 148
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員15.7人
（正規8.5人、
非常勤7.2人）

79 412 ⑧ その他

　市民の墓地需要の多様化を
踏まえ、小区画型墓地や樹木
葬墓地をはじめとした新形態
墓地の整備を推進する。

モ
ノ

桜木霊園
平和公園

17
＜参考＞

前年度決算額

4-3-4

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員0.70人
（正規0.70人）

8 138

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

施策 生活基盤の充実

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出

全政令市で実施

2 霊園管理運営

　園内の適正な管理によ
り良好な環境の維持を図
り、墓参者に快適に利用
してもらう。

〔対象者〕
墓地使用者又は使用を希
望する市民
〔提供内容〕
桜木霊園・平和公園の維
持管理
墓地利用者の募集・決定

【平成29年度墓地等供給】
一般墓地供給：170件
合葬墓供給：992件
納骨堂使用：847件

・平成30年4月より平和公園に
指定管理者制度を導入

　霊園管理運営は、市民の墓地
需要に応えるために不可欠な
事業である。
高い墓地需要に対して、新規に
供給できる墓地が限られていお
り、平成30年度は桜木霊園にて
返還墓地の再供給を行う。
　また、今後増加する墓地需要
に対応するため、拡張建設事業
を推進し、早期に供給を開始す
る必要がある。

【現状】斎場管理運営は、市民
が火葬・葬儀できる場を確保す
るために必要な事業である。指
定管理者の導入により、効率的
な運営が行われている。
【課題】超高齢化の進展により、
今後も火葬需要の増加が見込
まれる一方で、建設から10年が
経過し施設の老朽化・設備の故
障が発生するようになっており、
計画的な施設修繕・設備改修が
必要である。

生活衛生課

他都市等の状況

カ
ネ

【歳出予算額】4.5億円
（うち一般財源3.0億円）
【主なもの】
指定管理委託料 3.7億円
【歳入予算額】1.4億円
【主なもの】
火葬施設使用料 0.7億円
式場使用料 0.6億円

448
歳出決算額 397百万円
（うち一般財源 253百万円）

1 斎場管理運営

　市民が死亡した際に必
要な火葬・葬儀を実施で
きるよう、葬儀式場、霊安
室、霊きゅう車及び葬儀
用祭壇その他斎場内の施
設を適切に管理運営す
る。

〔対象者〕
故人の遺族等
〔提供内容〕
斎場の維持管理

【平成29年度火葬件数】
火葬件数　　　：8,833件
式場利用件数：1,075件

今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

全政令市で実施

施策 ＩＣＴを活かした利便性の向上

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出

生活衛生課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額3.2億円
（うち一般財源0.6億円)
【主なもの】
平和公園指定管理委託 1.6
億円
【歳入予算額】 3.3億円
【主なもの】
墓地管理料 1.6億円
墓地使用料 1.7億円

316
歳出決算額 342百万円
（うち一般財源 0百万円）

全政令市で実施

システムは安定的に稼働してお
り、効率的な事務運用と市民の
サービス向上に寄与している。

保健福祉総務
課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額130百万円
（うち一般財源130百万円)
【主なもの】
保守管理委託料130百万円

130
歳出決算額140百万円
（うち一般財源139百万円)

1 衛生情報システム

保健医療・衛生情報シス
テムの安定稼動を図ると
ともに、迅速な窓口サービ
スの提供を行う。

保健医療・衛生情報シス
テムの運用保守管理
（ハードウエア、アプリ
ケーションソフトウエア、
ネットワークの保守管理） 保健医療・衛生情報システム

利用者数：約450人
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目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員121.72人
（正規64.52人、
非常勤57.20人）

681 67,581 ⑧ その他
アクションプランに基づく財政
健全化の推進

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額
② 課題抑制

アクションプランに基づく医療
費適正化の推進

施策 その他

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析

国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関する法
律により、全自治体で実施

健康保険課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額 670.5億円
（うち一般財源 8.8億円)
【主なもの】
保険給付費 648.6億円
特定健診・特定保健指導委
託料 7.2億円

66,900
歳出決算額 61,949百万円
（うち一般財源 1,497百万円)

1 国民健康保険

医療機関を受診した場合
の保険給付や健康診査
等、市民が必要な医療保
険サービスを享受できる
ようにする。

〔対象者〕
国民健康保険被保険者
〔提供内容〕
・療養の給付
・特定健康診査・特定保
健指導
・保険料の賦課徴収
・資格の得喪処理等の実
施

被保険者数:年度平均215,989人
療養給付:3,409,357件
特定健康診査等:62,004人
保険料徴収率:76.8％
（H29年度）

国民健康保険制度により、加入
者が病気や怪我をした際に、安
心して医療を受けることができ
る。
　退職者や無職者など、被用者
保険に加入していない方を対象
としているため、すべての国民
の安全・安心な暮らを支える国
民皆保険制度の最後の砦とし
ての役割を果たしている。
　H30年度から、持続可能な医
療保険制度を構築するため、国
民健康保険事業の広域化や公
費拡充が実施されたことに伴
い、行政コスト、一般財源ともに
減額となり、当初予算において
は、収支不足の一般会計繰入
金が不要となった。
　しかし、１人当たりの医療費は
医療の高度化などにより、今後
も増え続ける見込みであり、そ
れに併せ保険料も同様の傾向
となることから、継続して歳入確
保と歳出抑制の取り組みが必
要となる。

課題抽出 今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性
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